
第十九号様式（第三十九条関係）（Ａ７） 
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建築物の耐震改修の促進に関する法律第２７条第５項の規定による 

 

 

立 入 検 査 証 

 

 

 

（所管行政庁名）   印 

 

 

  



（裏） 

 

建築物の耐震改修の促進に関する法律抜粋 

 

第１３条 所管行政庁は、第８条第１項並びに前条第２項及び第３項の規定の施

行に必要な限度において、政令で定めるところにより、要安全確認計画記載建

築物の所有者に対し、要安全確認計画記載建築物の地震に対する安全性に係る

事項（第７条の規定による報告の対象となる事項を除く。）に関し報告させ、

又はその職員に、要安全確認計画記載建築物、要安全確認計画記載建築物の敷

地若しくは要安全確認計画記載建築物の工事現場に立ち入り、要安全確認計画

記載建築物、要安全確認計画記載建築物の敷地、建築設備、建築材料、書類そ

の他の物件を検査させることができる。ただし、住居に立ち入る場合において

は、あらかじめ、その居住者の承諾を得なければならない。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者に提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと

解釈してはならない。 

第２７条 ４ 所管行政庁は、前２項の規定の施行に必要な限度において、政令

で定めるところにより、要耐震改修認定建築物の区分所有者に対し、要耐震改

修認定建築物の地震に対する安全性に係る事項に関し報告させ、又はその職員

に、要耐震改修認定建築物、要耐震改修認定建築物の敷地若しくは要耐震改修

認定建築物の工事現場に立ち入り、要耐震改修認定建築物、要耐震改修認定建

築物の敷地、建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査させることができ

る。 

５ 第１３条第１項ただし書、第２項及び第３項の規定は、前項の規定による立

入検査について準用する。 

第４４条 第１３条第１項、第１５条第４項又は第２７条第４項の規定による報

告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又はこれらの規定による検査を拒み、妨

げ、若しくは忌避した者は、５０万円以下の罰金に処する。 

 


